令和7年度 第2回 災害時要援護者支援連絡会　議事要旨

日時：令和8年3月16日(月)午後２時から午後３時30分
場所：中央北生涯学習プラザ　大ホール

１　議題等
1 要配慮者（災害時要援護者）支援にかかる主な取組状況について（報告）
2 尼崎市における段階的な個別避難計画作成の考え方について（意見交換）
3 避難行動要支援者の避難支援体制づくりに向けた啓発等事業活動報告について
（意見交換）

２　主な協議内容（〇意見等、●回答）
1 要配慮者（災害時要援護者）支援にかかる主な取組状況について（報告）
要配慮者（災害時要援護者）支援に係る主な取組状況について、資料1に基づいて説明し、その内容の質疑応答を行った。
（主な質疑内容）
· 「災害時要援護者」と「避難行動要支援者」の違いについて確認したい。
· 災害時要援護者は広く配慮が必要な方、避難行動要支援者は自力避難が困難で、特に避難行動時の支援が必要な方である。
· 避難行動要支援者名簿の地域団体等への提供について、実際には断られているという認識でよいか。また、断られている理由は何か。
· 断られているという認識はないが、社会福祉連絡協議会をはじめとする地域の避難支援等関係者の皆様には、様々な地域活動や防災訓練等を実施していただいており、担い手不足の課題等がある中で、名簿の受領に負担感があるという声は伺っている。今後も避難支援等関係者の皆様のご理解をいただきながら、取組を進めていく。
· 地域の避難支援等関係者が参加しない場合でも、個別避難計画は作成可能か。
· 当事者や家族のみでも作成可能である。
· ハザードマップ（点字版・音声版・デジタル版）の進捗について、確認したい。
· 点字版・音声版のハザードマップについては、啓発面であるあまがさき防災ガイドや避難場所一覧を作成した。デジタル版の公開型GISにおいては、音声読上げ機能について活用しやすいよう、更なるシステム改修が必要であり、技術的課題により開発期間や予算が必要となるため、引き続き、実装に向けて調整を進めている。
· ハザードマップに、自分の避難先等を書き込める項目を作ってはどうか。
· あまがさき防災ガイドの中に、マイ避難カードとして、災害の種類に応じて自分の避難先等を記載する箇所を設けており、引き続き、活用促進と周知を図っていく。

2 尼崎市における段階的な個別避難計画作成の考え方について（意見交換）
尼崎市における段階的な個別避難計画取組の状況報告や今後の進め方について、資料2に基づいて説明し、その内容の意見交換を行った。
（主な意見交換内容）
· 個別避難計画の不同意者について、災害時要援護者事業等について、知らない方や無関心な方、あるいは、事業は知っているが、家族等の支援者と同居しているため、計画作成不要と判断されている方も含まれているか。
· お見込みのとおりである。
· 在宅避難を考えている場合は、個別避難計画を作成しないため、不同意となってしまうと考える。在宅避難でも、個別避難計画を作成することができるよう提案したい。
· 今回の計画作成の取組では、在宅避難を考えているため不同意と回答されているかは確認できていない。在宅避難を考えている方の個別避難計画については、今後の検討課題とする。
· 個別避難計画は、避難行動の支援だけでなく、市内に居住する避難行動要支援者の居住状況や必要な支援を把握し、そういった情報を管理することと考える。そのため、在宅避難についても検討を進めて欲しい。
· 行政における個人の情報管理は、住民基本台帳を基本としており、住民票記載住所以外の居住実態の把握については、行政の情報では限界があり、現場で個別対応が必要となる。引き続き、丁寧な情報収集を行っていく。
· 相談支援専門員が、サービス等利用計画作成やモニタリング実施時に、対象者の避難計画を作成することが有効的だと考える。また、そういったサービス等利用計画を作成した場合は加算をつけることを検討してはどうか。
· [bookmark: _Hlk224662126]相談支援を利用していない障害者も多くいるため、相談支援専門員が計画作成する手法については、別の手法も検討する必要があると考える。
· 相談支援専門員や居宅介護支援専門員による計画作成は有効的であると考えるが、運用にあたっては日常業務が多忙であり、専門員のマンパワー不足の課題が大きいと考える。専門員が計画作成する以外の手法として、市民団体を通じて計画作成の機会を設け、新規作成・更新を含めた取組を進めたい。
· 障害者等が個別避難計画を作成する場合、避難所の設備情報の把握が重要と考える。市ホームページは、知りたい情報が見つけにくい場合がある。
· 指定避難場所における設備情報（オストメイト対応可否やペット避難スペースの可否等）については、市ホームページにて公表している。分かりやすい情報提供については、引き続き、検討する。

3 避難行動要支援者の避難支援体制づくりに向けた啓発等事業活動報告について（意見交換）
令和７年度第１回本会において、事業説明を行い、意見を伺った啓発事業にかかる、今年度の活動報告及び次年度以降の展望について、資料3に基づいて説明し、その内容の意見交換を行った。
· 子どもや学生、障害者、高齢者等、幅広い世代が参加できる地域防災訓練はとてもよいと考える。「1.17は忘れない」地域防災訓練では、聴覚障害者は参加していたが、車いす利用の参加者がいなかったように思った。保育園や学校、団体等に地域防災訓練の参加依頼を行ってはどうか。
· 今年度の「1.17は忘れない」地域防災訓練では、特定対象への参加要請は行っていなかったが、当日対応について、訓練の一環として実施しており、今後も関係機関に対して、更なる周知、参加促進に努めていく。
以　上　　

